
令和７年度事務事業評価（令和６年度事後評価） 市民生活部

所属名 事務事業名 ページ番号
納税課 収納整理事務 2
納税課 市税徴収事務 3
納税課 コンビニ収納委託事業 4



事務事業実績報告シート

40 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の見込み

28 28 28

一定の収納率が確保される場合、収納処理件数は大きく変化することはない。
クレジットやスマホ決済アプリなど多様な納付方法の拡充により、口座振替加入率の延びは小さくなると思われるが、引き続き、納め
忘れがなく安心確実な口座振替の推進を図ることで、円滑な市税収納につなげる。

口座振替加入率 ％

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

29 29

活動実績② 単位

活動実績① 単位

収納処理件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

799,488 781,402 775,380 781,945 763,464

1,378

　　事業費総額 270 288 510 565 1,378
うち佐賀市の
負担額

270 288 510 565

根拠法令等 地方税法、佐賀市市税条例、佐賀市市税条例施行規則、佐賀市財務規則

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない

区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 適切な市税の賦課・収納

事業概要・目的

納税義務者が納付した市税の収納状況を正確かつ迅速に把握し、適正な収納管理を行うために、収納された市
税の税目、課税年度ごとの納付額を確認し、各納税者の収納台帳に反映させる。二重納付等により過誤納と
なった場合は、適正な還付や未納額への充当処理を行う。
また、円滑な市税収納を行うために口座振替やコンビニ収納の納付方法等の推奨に努める。

事業の対象者 納税義務者

総合計画に
おける位置づけ

政策 効果的・効率的で信頼される行政経営が行われているまち    

施策 34財政の健全性の確保

年度

担当部署・係名 納税課 収納係 担当課⾧名 吉田　ひろみ

令和7年度

事務事業名 収納整理事務 事業期間 昭和

0

500,000

1,000,000

R2 R3 R4 R5 R6

26

27

28

29

30

R2 R3 R4 R5 R6

2



事務事業実績報告シート

40 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の見込み

379 329 384

収納方法の多様化による自主納付の推進、納税相談体制の充実などの取り組みにより滞納処分の件数は減少傾向にある。
しかし、円安・物価高による消費マインド悪化など景気の先行きは不透明であり、それに伴う事業所及び個人の担税力の低下によ
り、今後も滞納が発生すると思われるが、納税者の生活に配慮しつつ、適正かつ公平な税収確保に努め、市税収納率の維持・向
上及び滞納繰越額の縮減を図る。

執行停止件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

253 154

活動実績② 単位

活動実績① 単位

滞納処分件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

2,842 1,978 2,016 1,901 1,601

6,459

　　事業費総額 5,732 6,077 11,026 8,352 6,473
うち佐賀市の
負担額

5,732 6,077 11,026 8,352

根拠法令等 日本国憲法、地方税法、国税徴収法、佐賀市市税条例、佐賀市市税条例施行規則

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない

区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 適切な市税の賦課・収納

事業概要・目的

自主財源の確保並びに税負担の公平性の観点から、市税の納期限後、一定期間が経過しても納付されない場
合は、督促・催告を行い自主納付や納税相談を促す。
延⾧窓口・日曜納税相談窓口を開設して納税相談の機会を増やし、生活状況に応じた納税計画を立て完納に
導く。督促・催告等による納付指導や納税相談を行っても自主納付の見込みがない滞納者については、財産調
査を行い、財産がある者に対しては財産の差押えを行うなど公平な税負担に努める。また、調査の結果、担税力
がないと判断される場合には、地方税法第１５条の７により滞納処分の執行停止を行う。

事業の対象者 市税の滞納者

総合計画に
おける位置づけ

政策 効果的・効率的で信頼される行政経営が行われているまち    

施策 34財政の健全性の確保

年度

担当部署・係名 納税課　整理一係、二係、三係 担当課⾧名 吉田　ひろみ

令和7年度

事務事業名 市税徴収事務 事業期間 昭和
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事務事業進捗報告シート

21 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り
成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

②概ね達成している
令和5年度から固定資産税・都市計画税と軽自動車税、令和6年度から市県民税（普通徴
収）に地方税共通納税システムを導入し、システムに対応した全国の金融機関で納付ができ
る、スマホ決済アプリの種類が増える等、納付方法の拡充によりコンビニ収納件数は減少した。

今後の改善策、対応策等

地方税共通納税システムの導入による納付方法の拡充について周知を行い、納期限内納付率の更なる向上を図る。

45.56
45.56 45.56 45.56 45.56

48.22 50.11 46.34 45.49

88.87 89.09 88.85 88.84

成果指標② 単位

コンビニの納付利用率 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果指標① 単位

納期限内納付率（件数ベース） ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

89.16
89.46 89.76 90.06 90.36

うち佐賀市の
負担額

13,978 14,777 15,100 15,121 14,375

　　事業総額 13,978 14,777 15,100 15,121 14,375

・市報及びHPでの広報
・納付方法の案内チラシを当初納税通知書に同封
・窓口広報

令和6年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

事業の対象者 納税義務者

年度

担当部署・係名 納税課 収納係 担当課⾧名 吉田　ひろみ

総合計画に
おける位置づけ

政策 効果的・効率的で信頼される行政経営が行われているまち    

施策 34財政の健全性の確保

令和7年度

事務事業名 コンビニ収納委託事業 事業期間 平成

基本事業 適切な市税の賦課・収納

事業概要・目的

コンビニエンスストア等での市税の収納事務を委託し、納期限内であれば時間帯や曜日に関係なく24時間全国約
6万店のコンビニエンスストア等で納付できる機会を拡大することにより、納税者の利便性の向上及び納期限内納
付の推進を図る。
【利用できる税目】　市県民税（普通徴収）、固定資産税・都市計画税、軽自動車税

88

89

90

91

R2 R3 R4 R5 R6

目標 実績

40

45

50

55

R2 R3 R4 R5 R6

目標 実績

4


